
はじめに

グローバリゼーションの波がとめどなく押し寄せ

てきている今日，多国籍企業（MNCs : Multinational

Corporations）の人材を対象とする人的資源管理，

国際人的資源管理（IHRM : International Human Re-

source Management）研究の重要性はますます高ま

っている。MNCsの競争優位の源泉は，知識，技術，

それらを用いたイノベーション活動等様々な見地か

ら指摘されている。しかし，それらの資源やそれら

を用いた活動は，雇用する人材をどのようにマネジ

メントするか，という IHRMの問題に帰結する。

国内企業と対比した場合，MNCsには，多様なバッ

クグラウンドを持つ人材を雇用し，マネジメントす

るという複雑性に対処しなければならないという特

徴がある。その複雑性に対処し，グローバルなプレ

ゼンスを最大限に活かすことが，MNCsの強みと考

えられている。従って，MNCsが雇用する人材をど

のようにマネジメントするか，という問題は，MNCs

の競争優位を構築する上で欠かすことのできない

キーファクターとなる。

しかしながら，IHRM研究では，IHRMという用

語や概念の捉え方は論者によって多様に解釈されて

おり，曖昧さを多分に残している。この背景には，

国内市場を対象とした企業における人的資源管理研

究におけるアプローチの違い（HRM : Human Re-

source Management, SHRM : Strategic Human Re-

source Management）がある。なぜならば，IHRM

研究は HRM研究，SHRM研究をMNCsへ拡張した

研究領域として捉えられているからである。IHRM

の研究領域においても IHRM, SIHRM（Strategic In-

ternational Human Resource Management）というア
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ABSTRACT

Purpose−This study aims to identify research issues for GHRM（Global Human Resource Manage-
ment）through conducting a literature review in the field of IHRM（International Human Resource
Management）and GHRM research. By tracing the development of IHRM research genealogically, we
examine the differentiation of concepts used by previous studies, such as SHRM（Strategic Human
Resource Management），IHRM, SIHRM（Strategic International Human Resource Management）and
GHRM.
Findings−By reviewing, broadly, the existing literature in these areas, the paper revealed the follow-
ing : First, in parallel with the growth of MNCs, IHRM and SIHRM research have risen as a process
of extending（internationalizing）HRM and SHRM research for domestic companies to MNCs. Second,
GHRM have developed as a process of globalizing（combining and extending）IHRM and SIHRM re-
search for MNCs（global companies）which are implementing global management. GHRM aims to pro-
vide talented people with opportunities to play active roles regardless of nationalities and other per-
sonal factors as global managers（leaders / talents）to build competitive advantages in the global market.
Research implications / limitations−The study highlighted the criticality of standardizing HRM sys-
tems and of identifying the logic of GHRM in terms of how GHRM contribute to implementing
global management（global strategy）．As for methodological limitations, we need to conduct quantita-
tive and qualitative research to understand the current circumstances of GHRM in global companies,
and to build a conceptual model of GHRM. These are our future research issues.
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プローチの違いがみられ，使用される用語や概念は

いまだコンセンサスが得られていない。そこで，本

稿では，先行研究のレビューを通じて，IHRM研究

が台頭してきた背景とその発展系譜を辿り，SHRM,

IHRM,SIHRM研究の位置づけ及び議論を整理し，

グローバル人的資源管理（GHRM : Global Human

Resource Management）との関係性とその研究課題

を提示することを目的とする。

１．IHRM研究台頭の背景

IHRMという言葉が広く使用されるようになった

のは，１９８０年代以降のことである（e.g., Evans and

Doz，１９８９；Evans and Lorange，１９８９；Adler，１９９１；

Adler and Bartholomew，１９９２；Schuler et al．１９９３；

Dowling et al．１９９４）。１９８０年代以降は，人的資源管

理分野において２つの変化がみられた時期であっ

た。１つは，企業経営において戦略が重視されるよ

うになり，経営戦略論の影響を受け戦略的人的資源

管理（SHRM）研究が台頭してきたことである（e.g.,

Schuler and Jackson，１９８７；Wright and McMa-

han，１９９２；岩出，２００２；蔡，２００２）。もう１つは，

企業の関心が国内市場から海外市場へとシフトし始

めたことを背景に，IHRM研究が台頭したことであ

る（e.g., Schuler and Jackson，２００５；Björkman and

Stahl，２００６）。以下では，SHRM研究の台頭１につい

てみていくことにし，IHRM研究の台頭については

次節で説明する。

そもそも，戦略という概念は軍事の領域に端を発

したものである。この概念が経営の領域で使用され

るようになったのは，１９６０年代以降のアメリカにお

いてであった（白石，２００５，p．２）。産業革命以降に

大規模な繊維工業が成立し，工場で多くの人員を雇

用するに至っても，また１９世紀後半になって，銃の

コルトやミシンのシンガーという金属製品を量産す

る企業が登場しても，経営は戦略を必要としなかっ

た。それは，経営の課題が戦略というよりも，オペ

レーションのマネジメントにあったと考えられるか

らである（三品，２００４，pp．５－６）。しかし，１９６０年

代に入り，巨大企業の多角化とそれに伴う事業部制

組織の導入が行われるようになると，企業はどのよ

うな方向で多角化を進めていくか，どのように資源

配分を行うかといった課題に直面するようになった

（三品，２００４，p．７）。こうして，企業経営における

経営戦略（全社戦略）の重要性が認識されるように

なった。しかし，１９７０年代に入ると，アメリカ産業

は国際的競争力の低下に直面する（中橋・當

間，２００１）。その原因は，日本企業と比較すると，

現業部門から遊離した財務重視のトップ・マネジメ

ントや本社計画スタッフが，短期的な財務成果を志

向し，事業部門の売買を中心とする戦略を展開し，

技術革新や製品改善，人材育成に対して十分に資源

を投資してこなかったことにある，という認識がな

されるようになったことにある。そして，企業の競

争力を高めるためには現業の事業を重視すべきであ

り，特に個々の事業の競争力の源泉を分析しなけれ

ばならないという問題意識が芽生え，競争戦略論が

展開されるようになった（中橋・當間，２００１，p．５）。

アメリカ産業の国際競争力の低下は，企業経営に

おける競争戦略への関心の高まりだけではなく，

HRM分野にも影響を及ぼした。アメリカ産業の再

生への取り組みとして，QWL活動，日本的経営・

エクセレント・カンパニー（e.g., Guest，１９８７，岩

出，２００２）への関心が高まり，従業員は重要な資源

であり，競争優位の源泉となる２との認識が高まっ

た。これらの関心の高まりを背景に，１９８０年代半ば

以降 SHRM研究は台頭した。SHRM研究の生成に

影響を与えた研究は，産業組織論をベースに競争戦

略論を展開した Porter（１９８０）であり，企業が保有

する経営資源の特性に競争優位の源泉を見出す資源

ベース理論である。競争戦略論は，競争優位の源泉

とは何か，それはどのように生み出され，「獲得」

され，「持続」されるのかを明らかにしようとする

（e.g.,中橋・當間，２００１）。Porter（１９８０）の研究は，

人的資源のより効果的で競争的な活用に関するフ

レームワークを提供したと考えられており，企業戦

略と HRMとの整合性を重視する「戦略適合」（strat-

egy fit）の SHRM研究を生成した（岩出，２００２，pp．４７

－４８）。Schuler and Jackson（１９８７）は，Porter

（１９８０，１９８５）の競争戦略の概念に依拠し，３つの
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基本的な競争戦略（革新戦略，品質向上戦略，コス

ト削減戦略）を提示し，各戦略に対応する HRM諸

施策の類型化を行っている３。しかしながら，戦略

適合を主張する多くの研究では，論者によって多様

な戦略概念が用いられており，なぜ特定の戦略を追

及する企業が，特定の HRM諸施策を必要とするの

かという因果関係が十分に説明されていないという

課題が残されている。

他方，資源ベース理論は，企業が保有する資源に

持続的競争優位の源泉を求める理論であり，その資

源の特徴を明らかにしようとする（e.g., Bar-

ney，１９９１）。Barney（１９９１）は，企業の競争優位の

源泉は，企業資源の異質性と移転困難な資源にある

とし，資源が競争優位性をもつには，有価値性（valu-

able resource），希少性（rare resource），模倣困難性

（imperfectly imitable resource），代替可能性（substi-

tutability）の４つの要件を満たす必要があると指摘

した。Wright et al．（１９９４）は，Barney（１９９１）の

４つの要件に依拠し，SHRMの先行研究，特に企

業戦略と HRMとの整合性を重視する研究（e.g.,

Schuler and McMillan，１９８４；Schuler and Jack-

son，１９８７；Ulrich，１９９９）を批判的に捉え，HRM

諸施策（HRM practices）に競争優位があるのでは

なく，人的資本（human capital pool）にこそ持続

的競争優位の源泉があるとの見解を示している。こ

れに対し，人的資本をいかに活用するかが重要であ

り，その意味で HRMこそが持続的競争優位の源泉

であるとする主張（e.g., Grant，１９９１；Boxall，１９９６）

やその双方を統合する見方を提示する研究もある

（e.g., Kamoche，１９９６）。資源ベース理論に依拠す

る研究が抱えている課題は，論者によって多様に競

争優位の源泉とされる資源を捉え，解釈する余地が

ある点に求めることができるだろう。このように概

念の曖昧さは残されているが，資源ベース理論を援

用する研究の蓄積は，持続的競争優位の源泉として

人的資本や HRMを捉える前提的な仮説（e.g.,

Wright and McMahan，１９９２）を構築した（岩出，２００２，

p．５６）。

SHRM研究では，HRMシステムを構成する採

用，教育訓練，人事考課等の HRM施策間での整合

性，すなわち「内的整合性」（internal fit）と HRM

システムと企業の追及する「戦略」との整合性，す

なわち「外的整合性」（external fit）を採ることが

強調されている（蔡，２００２，p．３２）。しかしながら，

内的整合性，外的整合性をどの程度重視するのかは

論者や論者の依拠するアプローチによって異なるよ

うである。例えば，戦略適合を重視する研究（e.g.,

Miles and Snow，１９８４；Schuler and Jackson，１９８７；

Dyer and Holder，１９８８）は，コンティンジェンシー

アプローチと呼ばれ，外的整合性が重視されてい

る。そのため，考察対象となる HRM施策は，従業

員の業績向上や有効活用に直接関わる施策（選考・

配置・異動，評価，報酬，能力開発）に限定して捉

えられており，内的整合性は十分に考察されていな

いという批判がある（岩出，２００２，p．１０６）４。

このようなアプローチの違いはあるものの，内的

整合性と外的整合性を強調することこそが，SHRM

研究と HRM研究の相違であるとの見解が示されて

いる（e.g., Guest，１９８７；Schuler and Jackson，１９８７；

Lengnick−Hall and Lengnick−Hall，１９８８；Wright and

Snell，１９９８；Schuler，１９９２；Wright and McMa-

han，１９９２；蔡，２００２）。例えば，Wight and McMahan

（１９９２）は，HRM研究の特徴として，HRM諸施

策は個別に扱われ，諸施策間の体系的な調整はほと

んど行われていなかった，すなわち，内的整合性が

十分に考慮されていなかったこと，また，各 HRM

施策は個別のテクニカルイノベーション６を通じて

進化してきたため，HRM研究とは個別機能のテク

ニカル知識を合算したものにすぎないと指摘してい

る（Wright and McMahan，１９９２，pp．２９６－２９７）。そ

れに対し，SHRM研究では，HRMは企業戦略に完

全に統合されたもの（Guest，１９８７）と理解し，企

業戦略を策定し，その遂行に向け従業員の行動に影

響を及ぼすこと（Schuler，１９９２）が重視される。

したがって，効果的な HRMを利用することで企業

業績の向上を図ることができる（Schuler and Jack-

son，２００５）と考えられている７。

このように，SHRM研究と HRM研究の相違を示

す研究があるが，さらに検討しなければならないこ

とは，SHRM研究の位置づけである。Schuler and
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図２－１ 国際人的資源管理のモデル

出所：Morgan（１９８６，p．４４）から筆者作成。

Jackson（２００５）は，SHRM研究は内的整合性，外

的整合性を重視している点で HRM研究から本質的

にシフトした（Schuler and Jackson，２００５，p．３）と

述べているが，SHRM研究は HRM研究の全領域を

カバーするものではなく，企業の競争優位の達成に

必要な HRMのあり方をマクロ組織レベルから論じ

ているに過ぎない，すなわち，作業条件，企業内福

利厚生，労使関係，雇用諸法への取り組みといった

運用面への関心は薄いとの見解もある（岩出，２００２，

p．１５５－１５８）。岩出（２００２）の主張に依拠すると，

SHRM研究は，HRM研究の一研究領域ということ

になる。しかし，近年では HRMという用語を用い

る論題の元，戦略適合の視点から内的整合性，外的

整合性を検討する研究も多く見られ，研究領域及び

概念（HRM, SHRM）の境界は曖昧になってきてい

るように思われる（e.g., Guest，１９９７；Akingbola，

２００６；Dany et al．２００８；Wang and Shyu，２００８；

Kim and Lee，２０１２）。そこで，本稿では，岩出（２００２）

の研究に準じ，SHRM研究は HRM研究の一部と捉

えるが，HRM研究及び HRM概念においても戦略

的役割が含まれるものと捉えることとする。

SHRM研究と HRM研究との相違は何かという議

論は，MNCsを対象とする IHRM研究においても，

IHRMと SIHRMとの差異は何かという議論に引き

継がれている。次節では，HRMと IHRM研究の違

いについて説明し，IHRMの位置づけを明らかにす

る。

２．IHRM研究の台頭：１９８０年代における初期の

IHRM研究

２－１．HRM研究と IHRM研究の差異

IHRMという用語が作られ，広まってきたのは

１９８０年代以降のことである。IHRM研究は，HRM

研究をベースに台頭してきたと考えられている

（e.g., De Cieri et al．２００１；Brewster and Suu-

tari，２００５）。HRM研究を拡張した初期の研究は異

文化問題（e.g., Laurent，１９８６）や HRMの比較研

究（e.g., Brewster，１９９８，２００６；Hendry，２００３；Rowley

et al．２００４）に関心を寄せていたが，その後，MNCs

の HRMに関する幅広い考察は，IHRM研究として

広く認識されるようになった（De Chieri and Dowl-

ing，２００６，p．１５）。

まず HRM研究と IHRM研究の差異についてみて

いきたい。IHRM研究では，HRMを一国内の人材

マネジメントを対象としているものと位置づけてい

る（De Cieri et al．２００１，p．６９）。それに対し，IHRM

は，複数国でビジネス活動を行うMNCsの人材マ

ネジメントとして捉えられている（e.g., Mor-

gan，１９８６；Dowling，１９８８a，１９８８b；Dowling，１９９９；

Cieri et al．２００１）。具体的には，IHRM研究は，MNCs

が�複数国で事業展開し，�複数の国籍を持つ従業

員を内包していること（e.g., Cieri et al．２００１；Mor-

gan，１９８６），�経営手法や経営慣行の海外移転を通

じて，国境を越えた調整を行うという複雑性に対処

している（e.g., Gregersen et al．１９９６）と捉えてい

る。Morgan（１９８６）は，Phatak（１９８３）の定義を踏

まえ IHRMを人的資源管理の諸機能，従業員のタ

イプ，企業が活動する国の３つの次元の相互作用と

して捉えている（図２－１参照）。
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MNCsの内部の人材には，本社の所在する国の従

業員（本国人材：PCNs : Parent Country Nationals），

海外子会社の所在する国の従業員（HCNs : Host

Country Nationals），PCNsでも HCNsでもない第三

国籍人材（TCNs : Third Country Nationals）が含ま

れる。IHRM研究においては，これらの複数の国籍・

多様な文化的背景を持つ従業員をどのようにマネジ

メントするかが重視され，このような複雑さが

IHRMと HRMの違いと考えられている（e.g., Dowl-

ing，１９８８b ; De Cieri et al．２００１）。

２－２．海外派遣者を対象とした研究

IHRM研究の源流は，１９６０年代後半に見出すこと

ができる。Perlmutter（１９６９）の研究は，IHRM研

究において最初に出版された影響力のある論文であ

った（Björkman and Stahl，２００６，p．１）。彼は，MNCs

の多国籍化の基準として，海外子会社数，海外子会

社の所有形態，総売上高に占める海外売上比率等の

客観的基準だけでは多国籍化の進捗度は的確に測れ

ないとし，本社のトップ・マネジメントが海外子会

社に対しいかなる経営志向性を有するかを示す姿勢

基準を提示した。いわゆる EPGモデルである。こ

こで Eとは，本国志向型（ethnocentric）の企業で

あり，PCNsの方が外国籍人材よりも優れた知識や

能力を持ち，また信頼できると考える性向の下，世

界中で PCNsを中心的地位に置き，人事考課と業績

評価は本社基準を採用するという特徴を持つ。Pと

は，現地志向型（policentric）であり，各国文化は

大きく異なっており，外国人には理解しがたいた

め，現地事業が収益を上げている限り，本社は介入

すべきではないという姿勢を指す。従って，現地志

向型企業の主要なポストはほとんど HCNsによって

占められ，雇用契約や人材開発も HCNsによって担

われる。Gとは世界志向型（geocentric）であり，

意思決定に際し，世界的なシステム・アプローチ（報

酬プログラム，経営人材のインベントリー，業績評

価等）を用い，各地域を統合しようとする姿勢であ

る。親会社と子会社は自らを有機的な世界統一体の

一部と考え，主要な地位には世界中から人材を登用

する（Perlmutter，１９６９；Heenan and Perlmutter，１９７９）。

このように，パールミュッターは企業が多国籍化す

る過程を発展段階的な視点から示したが，いずれの

志向を選択するかは経営者の志向性によるため，企

業の多国籍化のプロセスは必ずしも E→P→Gとい

う順序を辿るとは限らないとしている８。

Perlmutter（１９６９）の研究を背景に，初期の IHRM

研究では主に２つの領域，すなわち，海外派遣者を

対象とした研究と HRMの比較研究に焦点が当てら

れた。まず，海外派遣者を対象とした研究が生成し

た契機は，Thomas and Lazarova（２００６）による

と，１９６１年に米国に国際協力団体である Peace

Corps９が誕生したことにあると考えられている。

Peace Corpsは軍隊以外で初めて様々な国における

大規模な人材マネジメントに携わった団体であっ

た。Peace Corpsは，彼らの活動に参加するメンバー

の異文化適応を支援するために，社会科学者を活動

に参加させ，異文化適応についての調査を行わせ

た。Peace Corpsの取り組みに関する研究では，異

文化における「調整」の重要性が指摘された。Peace

Corpsの取り組みが契機となって，１９７０年代から

１９８０年代にかけて海外派遣者に関する研究（e.g.,

Hays，１９７２，１９７４；Howard，１９７４；Miler and

Cheng，１９７８；Tung，１９８１，１９８２；Mendenhall and

Oddou，１９８５；Black，１９８８）では，調整は海外派

遣において極めて重要な課題であると考えられた

（Thomas and Lazarova，２００６，pp．２４７－２４８）。特に，

初期の研究では，異文化環境に適応することができ

るか，という観点から海外派遣に選抜される個人の

特性に焦点が当てられ，海外派遣の成功要因を特定

化することに関心が寄せられた（Schuler and Jack-

son，２００５，p．１７）。調整は，カルチャーショックを

克服するという観点から概念化されていたが

（Oberg，１９６０），後に，「予測可能で満足する環境

への熱望や苛立ち，無力感，不安等の兆候を含むカ

ルチャース ト レ ス に 適 応 す る 正 常 過 程」

（Church，１９８２），また「新たな環境の多様な側面

に関する個人の心理的な心地よさの程度」（Black

and Gregersen，１９９１，p．４９８）等と定義された（Thomas

and Lazarova，２００６，p．２４９）。Tung（１９８１，１９８２）は，

グローバル人的資源管理の検討課題：国際人的資源管理の発展系譜をふまえて
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海外派遣における「調整」の問題を取り上げた初期

の研究の１つである。彼女は，日・米・欧のMNCs

における海外派遣の対象となるマネジャーの選抜・

訓練に関する比較調査を実施した。そして，専門的・

技術的能力による選抜の問題点を指摘し，異文化適

応研修が軽視されているという実態を明らかにし

た。

また，海外派遣を行う企業の動機に関する研究も

行われている。Edström and Galbraith（１９７７）は，

事業拠点を越えてマネジャーの海外派遣を行う企業

には３つの動機があると論じた。それは，適任者を

容易に確保し，訓練することができない場合に行わ

れる「ポジションの補充」，次に重要な国際ビジネ

スを遂行する組織の責任を負うポジションに配置す

る「管理者の育成」，最後に，「組織開発」（国境を

越えた社会化のプロセス），すなわち，組織や意思

決定プロセスを修正し，維持するための手段として

の異動である。後に，彼らの研究は，MNCsの国際

ビジネス戦略や経営，組織構造に関する研究（e.g.,

Hedlund，１９８６；Praharad and Doz，１９８７；Bartlett and

Ghoshal，１９８９）に引き継がれることになる（Björk-

man, and Stahl，２００６，p．３）。１９９０年代以降になると，

海外派遣者に関する研究は，マネジャー，上級管理

者，プロフェッショナルの海外派遣をどのように成

功させるかという問題意識のもと，海外派遣の意

義，海外派遣者の役割，海外派遣者の特性，選抜方

法，異文化教育訓練，報酬，成果の問題，海外派遣

の失敗をもたらす要因等を明らかにすることに関心

を寄せた（e.g., Black et al．１９９１；Caliguiri，２０００；

Black et al．１９９９；Adler and Batholomew，１９９２；

Harvey，１９９８）。

２－３．HRMの比較研究

他方，HRMの比較研究は，国によって HRMに

どのような「違い」があるのかを理解し，説明する

ことを目的としている（Brewster，２００６，p．６８）。HRM

の比較研究には２つのパラダイムがあると考えられ

ている（Brewster，２００６，p．６９）。１つは普遍的パラ

ダイム（universalist paradigm）であり，SHRM研究

のように，企業戦略と HRMとの関係性から説明し

ようと試みるものである。SHRM研究の中でも，

ベストプラクティスアプローチやコンフィギュレー

ションアプローチを採る研究がこのパラダイムに当

てはまると推察できる。なぜならば，Brewster

（２００６）によると，このパラダイムに立脚する研究

者は，HRMにはベストプラクティスがあると捉

え，HRMのコンセプトは米国のパターンに収斂

（convergence）するという前提に立っているから

である。もう１つは，コンテクスチュアルパラダイ

ム（contextual paradigm）であり，文脈的に特有の

ものは何か，またなぜそうなのかを理解することに

焦点を当てるものである（e.g., Clark and Mueller，

１９９６；Whitley，１９９９）。コンテクスチュアルパラダ

イムにおいて，国による違いは，文化的要因，制度

的要因の２つの説明的要因から考察されている

（Sorge，２００４；Brewster，２００６）。文化的要因とは，

国家的価値は社会に深く埋め込まれており，その社

会に属する行為者にとっては見えにくいが，公平で

ある，不公平であるといった価値前提には答えられ

るものと捉えられている。人材マネジメントは，こ

れらの文化的な差異が表面化したものと考えられて

いる（e.g., Hall,１９７６；Hofstede，１９８０，１９９１；Laurent，

１９８６）。しかし，企業に影響を与えている文化の内

容を特定化することや，例え特定できたとしてもそ

れが企業行動にどのような影響を与えているのかを

説明すること，さらに同一の社会に属する全ての個

人が同様の信念や価値観を有しているとは限らない

等，文化的要因を持って説明しようとする研究の持

つ限界も指摘されている（e.g., Lane，１９８９）。

これに対して，制度的要因では，社会によってビ

ジネスシステムやマネジメントスタイルは異なると

し，その原因を社会の制度的な特色に求め（須

田，２００５），広範囲に及ぶ諸制度が HRMに影響を

与えると捉えるものである。この要因には２つの見

解がある。１つは，諸制度は世界に共通した特徴に

対処したものであり，収斂（convergence）を生み

出すとする見解である。収斂を生み出すとする見解

は，上述してきたように，普遍的パラダイムに立脚

する研究である。例えば，これらの研究では，労働

笠原民子
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市場の規制緩和の諸政策等は米国から欧州へ広が

り，後に他国へも普及する等，米国型へ収斂してい

くと考える。

もう１つは，ほとんどの国にはその国特有の制度

があるため，これらの違いが国家的差異を生み，そ

の差異を維持する（non convergence）との見解で

ある（Brewster，２００６，p．６９）。この見解を採るのが，

制度理論を援用した「ビジネスシステム」（e.g.,

Lane，１９８９；Whitley，１９９２a，１９９２b ; Wilkinson，１９９６；

Ferner and Quintanilla，１９９８；Quintanilla and Ferner，

２００３）や「制度的同型化」（e.g., Dimaggio and Pow-

ell，１９８３，１９９１；Scott，１９８７，１９９５）の概念を用いて

国の違いや企業行動を説明しようとする研究であ

る。これらの研究は，１９９０年代以降に本格的に行わ

れるようになった。

本節では，ビジネスシステム，制度的同形化の概

念を説明し，具体的な研究については次節で紹介す

ることにする。ビジネスシステムとは，特定の社会

的・歴史的文脈において，市場経済における経済活

動を効果的に組織化する方法であり（e.g.,

Whitley，１９９２；安藤，２００３），長期間にわたって形

成されるものと考えられている。従って，経済のグ

ローバリゼーションが進展しても，各国独自のビジ

ネスシステムはある程度維持されると捉えられてい

る。他方，制度理論とは，社会形態の安定性のベー

スとなっているものを理解し，社会形態に付随する

意味を理解することに関心を寄せ（Scott，２００３，

p．１１９），社会的に構築された信念，規則，規範が組

織を越えて行使される影響を捉えようとするもので

ある（Björkman，２００６，p．４６３）。制度理論における

制度には，�文書化された公式の制度と，�ある社

会に長年定着して社会習慣となり，あたかも制度の

ように機能している社会的特色の２つの側面が含ま

れる。制度理論では，特に�が重視される。また，

制度理論では，組織の存続・発展には外部環境（技

術的環境，社会習慣などの制度的環境）への適応が

不可欠であるとの認識に立っている（須田，２００５，

p．５６）。

Dimaggio and Powell（１９８３）は，社会あるいは

組織フィールドを共有する企業は，制度的環境に調

和し，適応する圧力，すなわち，制度的同型化（in-

stitutional isomorphism）の圧力の下に存在すると指

摘した。「組織フィールド」（organizational field）

とは，全体として制度的営みの認識された領域を構

成する組織―キーサプライヤー，生産物の消費者，

規制機関，同様のサービスや製品を提供する他企業

等―と定義される（Dimaggio and Powell，１９８３，

p．１４９）。この組織フィールドにおいて，同型化が生

じると考えられている。彼らは，制度的同型化を促

す要因として，強制的同型化，模倣的同型化，規範

的同型化の３つをあげている。強制的同型化とは，

依存関係にある他の組織や，社会の文化的期待によ

って行使される公式，非公式の圧力から生じるもの

である。模倣的同型化とは，不確実性への組織の対

応として，組織フィールドにおいて，より正当性が

あり成功を収めたと理解される同様の組織のモデル

を模倣することによって生じる同型化である。模倣

は，従業員の異動や離職等を通じて間接的に普及し

ていくと考えられている。規範的同型化とは，主に

専門的職業化（professionalization）から生み出され

る同型化である。専門的職業化とは，ある職業に従

事する人々が，自分たちの仕事の状態や方法を規定

し，自らの仕事の自律性を正当化するための認識に

基づく集団的な苦闘である。このような専門的職業

化は，正当性を生み出す大学教育機関や組織を越え

たプロフェッショナルネットワークの進化から生じ

る。大学や専門教育機関は，組織的な規範を開発す

る中心となっており，組織を越えて同様のポジショ

ンに就く個人の集団を生み出し，プロフェッショナ

ルの間で同じような姿勢や気質を身に付けさせると

考えられている１０。

このように，HRMの比較研究では，収斂化，非

収斂化という観点から議論が展開されたが，９０年代

前後になると，MNCsが直面しているグローバル統

合（global integration / consistency / standardiza-

tion），現地適応（local responsiveness / customization

/ adaptation），いわゆる二重の圧力（dual pressure）

が IHRMに与える影響はどのようなものかを明ら

かにすることに多くの関心が寄せられるようになっ

た。その中の１つの視点として，ビジネスシステム

グローバル人的資源管理の検討課題：国際人的資源管理の発展系譜をふまえて
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や制度的同形化の制度要因を援用した IHRM研究

が本格的に行われるようになった。

３．近年の IHRM研究におけるグローバル統合・

現地適応の議論：１９９０年代以降

３－１．IHRMへの制度的同形化の与える影響に関す

る研究

グローバル統合，現地適応を用いたフレームワー

クのルーツは，Tompson（１９６７）や Lawrence and

Lorsh（１９６９）の研究にあるといわれている。Prahalad

（１９７６）の論文は，MNCsにこのフレームワークを

最初に適用した研究であった（Hannon et al．１９９５，

p．５３３）。１９８０年代以降になると，グローバル統合，

現地適応のフレームワークは多くの論者によって使

用され，２重の圧力がMNCsのマネジメントや

IHRMの諸政策・諸施策へどのような影響を与えて

いるかに関する議論が展開されてきた（e.g., Doz et

al．１９８１：Prahalad and Doz，１９８７；Bartlett and

Ghoshal，１９８９；Evans et al．１９８９）。Bartlett and Ghoshal

（１９８９）は，産業，企業，機能，タスクといった様々

な次元を用いて，グローバル統合，現地適応のフレー

ムワークを拡張した。そして，彼らは，MNCsは世

界的な学習を通じて競争優位を獲得するためにグ

ローバル統合，現地適応を同時に追求する状況に直

面しているとし，理想型の組織モデルとしてトラン

スナショナルコーポレーションを提示した。しかし

ながら，MNCsへの２重の圧力に関する初期の研究

は，主に組織理論の観点から議論が展開され，IHRM

の役割はあまり重視されていなかった。

IHRMへの２重の圧力の影響を取り上げた研究

は，Evans and Lorange（１９８９）であった。彼らは，

HRM諸施策は，本社―海外子会社間における諸政

策・諸施策の内的整合性と現地適応の２重の圧力に

よって形成されるということを指摘した。近年は，

IHRMへの２重の圧力に関する議論が盛んに行われ

ているが，これらの研究は大別して２つの視点から

行われているといえるだろう。１つはMNCsの本

社―海外子会社間の HRMの類似性，すなわち，

IHRMへの制度的同型化の与える影響を考察する視

点であり，もう１つは，MNCsの国際戦略と HRM

との関係性を明らかにしようとする視点である。

１９９０年代以降になると，制度理論を援用し，MNC

グループの内的整合性（グローバル統合）を求める

圧力と現地の制度的環境への同型化（現地適応）の

圧力が IHRMにどのような影響を与えているのか

を明らかにしようとする研究が行われるようになっ

た（e.g., Rosenzweig and Singh，１９９１；Rosenzweig

and Nohria，１９９４；Hannon et al．１９９５；Björkman

and Liu，２００１；Björkman，２００６；Rosenzweig，２００６）。

IHRM研究において，最初に制度理論を援用したの

は，Rosenzweig and Singh（１９９１）の研究である。

彼らは，MNCsの海外子会社は現地の制度的環境へ

の適応と，MNCsグループとしての内的整合性の２

重の圧力に直面していることを指摘した。彼らの研

究を皮切りに，IHRM研究において制度理論に依拠

した研究が展開されることとなった。

制度理論に依拠した研究の多くは，本社と海外子

会社間の HRM諸施策に対する２重の圧力の影響を

様々な次元（MNCsの出身国，進出国・現地国，戦

略，従業員の階層等）を用いて明らかにしようとし

ている（Rosenzweig，２００６，p．４０）。代表的な研究の

１つである Rosenzweig and Nohria（１９９４）は，MNCs

の米国子会社への実証研究を通じて，米国子会社の

HRM諸施策（福利厚生，年間有給休暇，幹部賞与，

意思決定への参画機会，経営幹部層の男女比率，教

育訓練）が本国親会社と現地企業のどちらとの類似

性が高いのかを明らかにした。彼らは，６つの HRM

施策の内，有給休暇，福利厚生，経営幹部層の男女

比率，教育訓練は現地の慣行に近いものが利用され

ていたことを指摘している。Björkman and Lu

（２００１）は，中国国有企業とヨーロッパMNCsの

製造ジョイントベンチャーのケース・スタディか

ら，HRM諸施策は，ヨーロッパMNCsの親会社の

HRM諸施策との類似性が高いことを明らかにし

た。この理由として，彼らは，彼らの研究対象が一

般従業員ではなく，プロフェッショナルやマネジ

ャーを対象としていたためかもしれないと述べてい

る。このように，制度理論を援用する研究では，本
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社―海外子会社間の HRM諸施策の内的整合性，現

地適応の程度を明らかにすることに関心が寄せられ

ている。また，HRM諸施策の標準化を促す要因と

して，海外子会社の設立形態（グリーンフィールド

投資）や海外子会社における派遣者数等が指摘され

ている（Björkman，２００６，p．４６６）。

以上のような制度的同形化を援用した研究に対し

て，Ferner and Quantanilla（１９９８）は，それらの研

究は，MNCsが受ける同形化の圧力の違いを十分に

考慮していないと指摘する（Ferner and Quan-

tanilla，１９９８，p．７１４）。彼らは，IHRMは，各国のMNCs

に固有（country of origin）のビジネスシステムの

影響を受けており，それを反映した HRMを海外子

会社において運用していると主張した。そして，

MNCsが受ける同型化として，次の４つを示してい

る。第１は，ローカル同型化であり，これは海外子

会社が現地国において他の企業から受ける同型化で

ある。第２は，コーポレート同型化であり，本社が

海外子会社に対して与えるグループとしての国際的

な適合への圧力である。第３は，クロスナショナル

同型化である。これは，本国の制度的環境を具現化

する本社のマネジメントが，後に現地国の子会社に

伝わるとする同型化である。しかし，本社は本国の

制度的枠組みに埋め込まれていると考えられるた

め，コーポレート同型化を拡張したものとも捉えら

れる。第４は，グローバルインターコーポレート同

型化である。これは，主要なMNCsが国際市場に

おいて競合他社から受ける圧力である。Dimaggio

and Powell（１９８３）のいうところの模倣的同型化で

あり，成功を収めたと考えられる環境下で生み出さ

れたモデルへの対応と考えられている（図表３－１

参照）（Ferner and Quantanilla，１９９８，p．７１３）。

このように，１９９０年代以降，制度論を援用した研

究が行われているが，これらの研究にはいくつかの

限界点があることを指摘することができる。第１

に，研究者によって分析される HRM諸施策や分析

レベル（従業員の階層等）は異なるため，研究者の

関心によって，多様な解釈が生み出される可能性が

あることである。第２に，これらの研究では，MNCs

の国際戦略と HRMとの関係性が十分に考察されて

いないことである。なぜならば，制度理論に依拠し

た研究の多くでは，本社―海外子会社間の HRM諸

図表３－１ 海外子会社に対する４つの同型化への圧力

出所：白木（２００６，P．１４）から筆者作成１１
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施策へのグローバル統合，現地適応の影響，すなわ

ち，どのような HRM施策が現地適応（またはグロー

バル統合）の度合いが高いかといった議論に主な関

心が寄せられているため，MNCsの国際戦略という

変数が十分に考慮されていないといえる。

第３に，第２の限界点とも関係するが，制度理論

を援用する研究では，採用，教育訓練等の HRM諸

施策を個別に捉え，その内的整合性，現地適応の程

度を明らかにすることに関心が寄せられている。し

かし，MNCsでは，対象とする人材によって，グロー

バル採用，ローカル採用と分けて行っているケース

はあると考えられ，採用プロセスも，グローバル，

ローカルそれぞれに対応している場合もあると考え

られる。しかし，先行研究では，MNCsの国際戦略

は十分に考慮されず，HRM諸施策を個別で捉えて

いるために，国際戦略の遂行という観点から，なぜ

特定の HRM諸施策の現地適応あるいはグローバル

統合の程度が高いのかというコンテクストを窺い知

ることができない。第４に，先行研究では，グロー

バル統合（あるいは現地適応）されている場合，

MNCsにとってどのようなプラスの効果があるの

か，さらにはそれがMNCs全体にとってどのよう

な意義があるのか，といったマクロ的な考察は十分

に行われていない。このような限界点はあるもの

の，制度理論を援用した研究は，MNCsの国際戦略

と HRMとの適合関係を捉える研究では十分に指摘

されてこなかった HRM諸施策の標準化を促進する

要因について言及している点は評価できるだろう。

３－２．MNCs の国際戦略とHRMとの関係性を捉え

る研究：SIHRM研究の台頭

第２の視点であるMNCsの国際戦略と HRMの関

係性に関する研究は，理想とする IHRMは，親会

社の国際戦略によって異なるとの前提に立っている

（e.g., Schuler et al．１９９３；Hannon et al．１９９５；

Taylor et al．１９９６；Dickmann and Müller−Camen，

２００６）。企業の戦略と HRMとの関係性を捉える研

究として，SHRM研究を取り上げたが，１９９０年代

に入り，Schuler et al．（１９９３）の研究を皮切りに，

戦略的国際人的資源管理（SIHRM）の概念や理論

的フレームワークが提唱された（e.g., Schuler et al．

１９９３；Taylor et al．１９９６）。まず，SIHRM研究の代

表的な研究を概観し，次に IHRM研究と SIHRM研

究の差異（位置付け）について検討する。

SIHRMは，MNCsの国際戦略を達成するための

IHRM諸政策，諸施策を生み出し，実行することに

焦点を当てた IHRM研究の一部であり（Briscoe et

al．２０１２，p．３０），戦略的な視点を包含するという意

味で IHRM研究が発展したものと考えられている

（Schuler et al．２００２，p．４３）。Schuler et al．（１９９３）

は，一国内あるいは国内の文脈において定義されて

いる HRMの定義をMNCsの文脈に拡張し，SIHRM

を「多国籍企業の戦略的活動に起因する人的資源管

理の諸課題，諸機能，諸政策と諸施策であり，多国

籍企業の国際的な事業や目標に影響を与えるもの」

と定義している（Schuler et al．１９９３，p．４２２）。彼ら

は，SIHRMの概念フレームワークの構築を試みる

中で，MNCsの戦略活動に影響を及ぼすと考えられ

る HRMの「諸課題」，「諸機能」，「諸政策・諸施策」

が SIHRMの重要な構成要素であると述べている

（図表３－２参照）。

彼らは，Porter（１９８０，１９８５）の競争戦略の概念に

依拠し，３つの基本的な競争戦略を提示し，各戦略

に応じて HRM諸施策は異なるとする IHRMの類型

化を想定している１２。第１は，競合他社とは異なる

製品やサービスを開発することを目指した革新戦略

である。第２は，製品やサービスの品質を高めるこ

とを重視する品質向上戦略である。第３は，コスト

削減により競争優位の獲得を目指すコスト削減戦略

である。彼らは，どの戦略を重視し，実行するかと

いう戦略選択は，HRMプラクティス等のあり方及

び戦略要件に合致した行動を従業員に採ることを求

めるという意味で従業員行動に影響を及ぼすと捉え

ている。

しかし，Schuler et al．（１９９３）の研究は，概念フ

レームワークの提示及び仮説の導出に焦点を置いて

いるため，戦略の違いがどのような HRM諸施策の

違い及び従業員行動の違いを生み出すのかという点

は十分に議論されていない。また，IHRM研究と
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SIHRM研究の相違についての明確な言及もなされ

ていない。

Taylor et al．（１９９６）は，先行研究（Schuler et

al．１９９３；Lado and Wilson，１９９４）を踏まえ，IHRM

を「人的資源を引き付け，開発し，維持するための

MNCsにおける一連の明確な諸活動，諸機能，諸過

程」と定義している。SHRM研究の特徴である戦

略と HRMの関係性を踏まえて，SIHRMを「MNCs

の目標や国際事業に影響を及ぼす人的資源管理の諸

課題，諸機能，諸政策・諸施策」と定義している（Tay-

lor et al．１９９６，pp．９６０－９６１）。つまり，MNCsの国

際戦略との繋がりを重視している点が，IHRMとは

異なると捉えているのである。Taylor et al．（１９９６）

は，資源ベース理論を援用し，本社の国際戦略と発

展段階論に基づくトップ・マネジメントの信念

（e.g., Perlmutter，１９６９）が SIHRMの志向性を規

定するとする SIHRMの概念モデルを提唱している

（図表３－３参照）。

図表３－３のモデルに基づき，彼らは３つの

SIHRM志向性（適応志向，輸出志向，統合志向）

を示している。ここで志向性とは，「IHRMシステ

ム，特に海外子会社で活用される HRMシステム全

体の設計においてMNCのトップ・マネジメントが

採用するアプローチあるいは理念」と定義され，

MNCsが IHRM機能をどのようにマネジメントする

かという方法を規定すると捉えられている（Taylor

et al．１９９６，p．９６６）。

適応志向は，MNCsのトップ・マネジメントが海

外子会社の現地の環境を反映した HRMを生み出そ

うとするものであり，MNCグループとしての内的

整合性は低く，現地環境との外的整合性は高いと想

定されている。次に輸出志向はトップ・マネジメン

トが親会社の HRMシステムを海外子会社に全面的

に移転することを好む志向性であり，MNCグルー

プの内的整合性は高いが，外的整合性は低いと想定

されている。最後に，統合志向は，MNCのグルー

プ全体で最適な HRMを採用し，活用しようとする

志向性と捉えられている。統合志向は，MNCグルー

プとしての内的整合性は高く，適度の外的整合性を

図ろうとするものと想定されている（Taylor et

図表３－２ Schuler et al．（１９９３）によるSIHRMの概念フレームワーク

出所：Schuler et al．（１９９３，p．７２２），Schuler et al．（２００２，p．４４）から筆者修正。
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al．１９９６，pp．９６６－９６７）。

上述してきた概念モデルを提示した研究に対し，

Hannon et al．（１９９５）は，グローバル統合，現地

適応のフレームワークを用いた実証研究を行い，海

外子会社の HRMの戦略類型を示した。彼らは，Jar-

illo and Martines（１９９０）のビジネス戦略の類型を

援用し，海外子会社を受容型（receptive：グローバ

ル統合は高いが現地適応は低い），能動型（active：

グローバル統合・現地適応がともに高い），自主型

（autonomous：グローバル統合は低いが現地適応は

高い）の３つに分類した。そして，現地国における

海外子会社の自律性の程度とMNCs内部の整合性

の程度という観点から海外子会社の HRM戦略の類

型化を行っている。彼らは，海外子会社が本社に重

要な資源の提供を受けている場合には，公式な調整

メカニズムを通じた管理が行われ，本社と海外子会

社の HRMは一致する傾向にあること，他方，海外

子会社への資源等の依存度が高い場合には，現地適

応を重視した HRMが海外子会社で利用される傾向

があると結論付けている。

また，MNCsの HRM諸政策・諸施策の標準化の

程度とナレッジネットワーキング（知識等の移転を

サポートするMNCs内部のコミュニケーション／

調整メカニズム）の２軸を用いてその高低から

IHRMを類型化している実証研究もある（Dickmann

and Müller−Camen，２００６）１３。Dickmann and Müller

−Camenは，Bartlett and Ghoshal（１９８９）の研究を

ベースに，標準化の程度が高く，ナレッジネットワー

キングの程度が低いグローバル HRM，標準化の程

度が低く，ナレッジネットワーキングの程度が高い

コグノフェデレート（cognofederate）HRM，双方の

程度が高いトランスナショナル HRM，双方の程度

が低いマルチドメスティック HRMがあることを示

した。

以上みてきたように，SIHRMの概念を提唱する

研究及び戦略類型・戦略適合を主張する研究では，

MNCsの国際戦略と HRMの諸政策や諸施策との関

係性を強調する。しかし，SIHRMはMNCsを対象

とした SHRM研究であり，そのように表現する方

が適切である（De Cieri and Dowling，２００６，p．１５）

との見解もある。このように，SIHRMの概念やそ

の分析フレームワークに関してのコンセンサスは未

だ得られていないようである。Pucik（１９９２）は，

「HRMの諸活動は，ますます（MNCsの）戦略実

図表３－３ Taylor et al．（１９９６）のSIHRMモデル

出所：Taylor et al．（１９９６，p．９６５）から筆者作成。
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行プロセスに必要不可欠な構成要素となってきてお

り，オペレーションあるいは戦略の方向性について

従来の HRM諸活動を説明することは，意味をなさ

なくなってきた」と指摘している（Pucik，１９９２，pp．６１

－６５）１４。Pucik（１９９２）の指摘を踏まえると，HRM

諸活動はMNCsの国際戦略を遂行する役割を担っ

ており，あえて，IHRM, SIHRMと区別する必要は

ないのかもしれない。従って，本稿では，IHRMと

いう概念にはMNCsの戦略実行を担う役割が含ま

れているものと解釈し，IHRMという用語を用いる

ことにする（図表３－４参照）。

図表３－４は，本節で考察してきた先行研究を踏

まえて IHRM研究の位置づけを示したものであ

る。まず，国内企業を対象とした研究として，６０年

代半ば以降に台頭してきた HRM研究と，８０年代以

降に台頭してきた SHRM研究があるが，SHRM研

究は，HRM研究の一研究領域であることを示すた

めに，HRM研究の下部に図示している。さらに，

左端にある考察対象の箇所で国内市場対象の企業か

ら国際市場対象のMNCsへ引かれている矢印は，

HRM研究，SHRM研究をMNCsへと拡張した概念

（HRM・SHRMの国際化）として IHRM研究，SIHRM

研究が捉えられていることを示している。IHRM研

究の下部には，IHRM研究が８０年代以降に台頭して

から今日に至るまでの研究の発展系譜について示し

ている。また，９０年代以降に台頭してきた SIHRM

研究は IHRM研究の一研究領域であることを示す

ために IHRM研究の下部に図示している。上述し

てきたように本稿では，IHRM研究には戦略的役割

が含まれていると捉えているが，戦略類型・戦略適

合を扱う研究は，SHRM研究の流れを汲んでいる

ため，SIHRM研究の中にプロットした。

以上，本節では，１９９０年代以降の IHRM研究を

明らかにすべく，IHRMへの制度的同形化の与える

影響及び SIHRM研究及び戦略類型・戦略適合に関

する議論について概観してきた。しかし，今日，多

くのMNCsは，グローバルな規模でビジネスを展

開し，多様なバックグラウンドを持つ人材をマネジ

メントしなければならない現実に直面している。

１９９０年代に提唱されていたグローバル経営は，もは

や理想ではなく，実際的に対処しなければならない

課題となっている。このような現状から，MNCsの

図表３－４ IHRM研究の位置づけ

出所：筆者作成。
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国際戦略の違い，制度的環境の違いへの関心は，

IHRM研究において「グローバル企業」として備え

るべき HRMとは何かという新たな課題をもたらし

た（e.g., Schuler and Jackson，２００５，p．１７）。次節で

は，これまでの議論を踏まえて，グローバル企業を

対象とした HRM，すなわち GHRM研究の特徴及び

研究の位置付けを示す。

４．IHRM研究からグローバル企業のHRMへ

４－１．GHRM研究の特徴及び研究の位置付け

グローバル企業という言葉や概念は，論者によっ

て多様に使用されており，今のところコンセンサス

は得られていない。本論文では，グローバル企業を，

グローバル経営を遂行している企業と広く捉えるこ

とにする。以下，田端（２００７）の論考に依拠し，議

論を進めていくことにする。

田端（２００７）は「グローバル戦略」と「グローバ

ル経営」を区別して捉えている。「グローバル戦略」

とは，グローバル産業での優位を確保するためにと

られる戦略で，どのように市場を開拓していくか，

どのようにオペレーションを組み立てていくか，に

係る決定を中心としている。また，「グローバル経

営」とは，分散配置された相互に連携しあう拠点か

らなる企業の営み，経営のあり方を指している。グ

ローバル経営は，ローカル市場への適応と矛盾する

ものではなく，各国の拠点が適応的行動を積極的に

とっていても，拠点間の連携の中から一国の拠点だ

けでは達成できない強みを引き出せていたら，それ

は，グローバル経営であるといえる。そして，グロー

バル経営は，必ずグローバル戦略を伴うが，グロー

バル戦略にはグローバル経営を伴わない場合（海外

に事業拠点を持っていなくてもグローバル戦略を展

開することは可能なため）がある（田端，２００７，

p．１８）。田端（２００７）は，グローバル経営には２つ

の要件があると指摘する。第１は，複数の国に事業

拠点が分散配置されていることであり，第２の要件

は，調整（連携）が行われていることである。事業

拠点が分散配置されていても，それらが何らの調整

もないままに独立した動きをしているならば，それ

は一国レベルのビジネスの集合になってしまう。企

業が真にグローバルな存在であるためには，必ずグ

ローバルなレベルでのレバレッジがなければならな

い１５（田端，２００７，pp．１９－２０）。グローバル企業の

HRMには，田端（２００７）が指摘するように，分散

配置された事業拠点間の調整を行うに際し，グロー

バルなレベルでのレバレッジが必要とされると考え

られる。換言すれば，どのような HRM諸政策や諸

慣行はグローバルに統合され，どのような HRM諸

政策や諸慣行は現地適応されるべきか（e.g., Govin-

darajan and Gupta，２００１，p．３；Schuler and Jack-

son，２００５，p．１７）ということに関する論理が必要と

されると捉えることもできるだろう。

上述してきたように，IHRMの初期の研究では，

海外派遣者，特に PCNsの海外派遣についての考察

が行われてきたが，もはや特定の人材にのみグロー

バル戦略の達成を期待するというマネジメントは，

グローバル企業にとっての最重要課題ではなくなっ

てきた。もちろん，海外派遣者の役割が喪失したわ

けではないが，MNCsにとって派遣コスト等の増加

は，海外派遣者への依存を減らす動機となりつつあ

るようである（e.g., Pucik，１９９２；Schuler and Jack-

son，２００５）。グローバル企業にとって，TCNs, HCNs

をどのように育成し，彼らの能力を最大限に活用す

るか，が重要な課題となってきている（e.g., Pucik，

１９９２；Reynolds，２００４；Brewster and Suutari，２００５；

Brewster et al．２００５；Kiessling and Harvey，２００５；

Schuler and Jackson，２００５；Scullion et al．２００７）。

つまり，グローバルなプレゼンスを活かし，それを

競争優位に繋げるためには，本社，海外子会社とい

った垣根を越えて，多様なバックグラウンドを持つ

人材の能力を活用することが喫緊の課題となってい

るのである。このような認識は，１９９０年代以降に本

格的に研究が行われるようになった知識社会やナレ

ッジ・ワーカーに関する研究の台頭によってますま

す高まった。特に２０００年以降になると，グローバル

な規模で優秀な頭脳や才能を持つ人材の獲得競争が

過熱し，特定の先進国（欧米諸国）以外の多種多様

なバックグラウンドを持つ人材の活躍が注目され，
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彼らをどのように引き付け，リテンションを図るの

かということに多くの関心が寄せられた（e.g., Flor-

ida，２００５，２００７；Friedman，２００５）。

MNCsがグローバル市場で競争優位を生み出すた

めには，グローバル経営１６の遂行・達成を促すよう

に HRMの役割を変化させる必要があるとの認識の

もと，GHRMという用語が使用され始め，その概

念化が試みられている（e.g., Pucik，１９９２；Brewster

and Suutari，２００５；Brewster et al．２００５；Kiessling

and Harvey，２００５；Schuler and Jackson，２００５；Scul-

lion et al．２００７）。GHRMは論者によって多様に捉え

られておりコンセンサスは得られていない。しか

し，これらの議論に共通する前提をいくつか導き出

すことはできる。

第１は，MNCsの組織がネットワーク型組織であ

り，グローバル経営を行う必要性に迫られていると

いう前提である。従来のMNCsが本国の優位性を

移転することによって競争優位を生み出していたの

に対し，今日のMNCsはネットワーク型組織であ

り，本社，海外子会社から生み出された競争優位が

MNCsのグローバルな競争優位に繋がっているとい

う前提に立っている。第２に，このようなMNCs

において，年々，本社，海外子会社の垣根を越え，

グローバル経営を遂行するグローバルマネジャー

（グローバル人材・グローバルリーダー）の育成，

役割が高まってきているとの前提である。第３に，

MNCs内における知識移転，知識共有の重要性の高

まりと共に，HRMがそれらを促進する役割を果た

すようになってきているという前提である。

グローバル人材の育成，役割が注目された背景に

は，PCNsを対象とした海外派遣に関わるコストの

削減，HCNsのキャリアに関する不満の解消やグ

ローバルアサイメントを通じて，グローバル戦略を

遂行する役割を担う経営幹部層の予備要因を拡大す

るというビジネスニーズがあった（Pucik，１９９２，

p．６９）。グローバル人材は，海外子会社のマネジメ

ント，調整，管理，グローバル戦略の遂行，知識の

移転，共有等の役割が期待されている。Bartlett and

Ghoshal（２００３）は，MNCsにおけるスペシャリス

トとしてのグローバルマネジャーには４つのタイプ

があるとし，マネジャーの役割を次のように分類し

ている。第１は，ビジネスマネジャーであり，MNCs

の諸活動の調整をする一方で，世界規模での効率性

と競争力を高めるという責任を担うことが期待され

ている。第２は，カントリーマネジャーであり，現

地市場の嗜好性を察知し，現地の制度的，規制的変

化に対処することが求められる。第３は，ファンク

ショナルマネジャーである。彼らは，世界中から最

先端の知識やベストプラクティス等を見出し，専門

知識を移転する役割を担うと考えられている。第４

は，コーポレートマネジャーであり，世界規模のオ

ペレーション（トランスナショナル・マネジメン

ト）に対して責任を負う。そのため，組織全体のリー

ダーとしての役割が期待され，競争優位の源泉とな

る優秀な人材をスカウトし，重要な人材をサポート

する役割を担うと考えられている。

このようなグローバル人材を活用し，グローバル

経営の遂行を促すために，先行研究では，各 HRM

施策の役割（グローバルキャリア，人材配置，教育

訓練，業績評価，報酬等）がどのように変化してき

ているのか，あるいは変化させるべきかという議論

が展開されている（e.g., Pucik，１９９２；Brewster and

Suutari，２００５；Brewster et al．２００５；Kiessling and

Harvey，２００５；Schuler and Jackson，２００５；Scullion

et al．２００７）。例えば，グローバルキャリアに関する

議論を取り上げてみると，PCNs, HCNs, TCNsの区

別なく，グローバルなキャリア機会を提供すること

の重要性が指摘されている。そのためには，HCNs,

TCNsにとってのグラスシーリングを取り除き，グ

ローバルなシステム（e.g., Schuler and Jackson，

２００５）として公平性を担保する必要がある。IHRM

研究でも議論されてきたように，GHRM研究もグ

ローバル統合，現地適応の２重の圧力を取り上げて

いる。

しかし，GHRM研究では，単に HRM諸政策・諸

施策のグローバル統合，現地適応の程度を捉えると

いうのではなく，グローバル経営の遂行という観点

から，どのような HRM諸政策・諸施策がグローバ

ル統合され，どのような HRM諸政策・諸施策は現

地適応されるのか，という論理を明らかにしようと
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試みていると捉えている（e.g., Pucik，１９９２；Schuler

and Jackson，２００５）。Rosenzweig（２００６）は，「組織

の階層を上がるにつれ，グローバル統合，現地適応

の相対的な重要性は，グローバル統合の方へシフト

するだろう…グローバルマネジャークラスの人材を

スムーズに機能させるためには，キャリア評価，昇

進，報酬の整合性を図ることが重要である」と指摘

している（Rosenzweig，２００６，pp．４１－４２）。また，

Dickmann and Baruch（２０１１）は，「HR諸政策や諸

施策を標準化することは，例えば，優秀な人材の識

別，開発，キャリアプロセスという点に関して，現

地人材の『グラスシーリング』の認識を避け，公平

性を担保していると認知させることが可能となるだ

ろう」と指摘している（Dickmann and Baruch，２０１１，

p．３６）。このように，MNCsのある一定階層以上の

人材を対象とする HRM（諸政策・諸施策）は標準

化されるだろうとの見解が示されている。これまで

の議論を踏まえると，GHRMの対象は，マネジャー

クラス以上と捉えることができるだろう。以上の議

論を踏まえて，GHRM研究の位置づけを示したも

のが図表４－１である。

図表４－１では，GHRM研究に関する先行研究

（e.g., Pucik，１９９２；Brewster and Suutari，２００５；

Brewster et al．２００５；Kiessling and Harvey，２００５；

Schuler and Jackson，２００５；Scullion et al．２００７）を

踏まえて，GHRM研究は１９９０年代以降に台頭して

きた研究領域として位置づけている。また，本稿第

１節で考察してきたように，IHRMという概念には

MNCsの戦略実行を担う役割が含まれているとの

Pucik（１９９２）の主張を踏まえて，GHRM研究は，

IHRM研究及び SIHRM研究を融合し，それをグロー

バル企業へと拡張した（IHRM研究・SIHRM研究

図表４－１ GHRM研究の位置づけ

出所：筆者作成。
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のグローバル化）研究領域として位置づけている。

IHRM研究と GHRM研究を区別して捉えた理由

は，IHRMの初期の研究では主に海外派遣者（主に

PCNs）を対象とする研究と各国MNCsの HRMの

特殊性や同質性に着目した HRMの比較研究が中心

に行われていることにある。他方，GHRM研究で

は，PCNsのみならず，HCNs, TCNsを含むグロー

バル人材を対象とする HRMの役割が注目されてい

る。またグローバル経営の遂行という観点から

HRMのあり方を検討しようとする点が IHRM研究

との違いであると考えられるからである。

以上，GHRM研究の特徴及びその位置づけを行

ってきたが，GHRM研究にはいくつかの検討課題

が残されている。

第１の検討課題は，グローバル経営の遂行という

観点から，どのような HRM諸政策・諸施策がグ

ローバル統合され，あるいは現地適応されるのかと

いう論理を明らかにすることである。グローバル戦

略の遂行と HRMとの関係性を考えると，各MNCs

によって展開する戦略は異なると考えられるため，

内的整合性，外的整合性を図る諸政策や諸施策も異

なると考えられる。または，展開するグローバル戦

略は異なっているが，HRM諸政策・諸施策の内的

整合性，外的整合性の程度において何らかの共通点

が見出されるかもしれない。この点については，質

的・量的調査を通じて，具体的な事例を積み重ね，

明らかにする必要があると考えられる。先行研究の

採ってきたアプローチ，戦略類型及び制度的同型化

の与える影響に関する研究では十分に焦点が当てら

れてこなかったコンテクストを捉えることが可能と

なると考えられる。

第２の検討課題として，HRM諸政策，諸施策が

グローバル経営の遂行にどのように貢献しているの

かということに関する考察である。IHRM研究で

は，MNCsの戦略の影響を受け HRMが形成される

とし，戦略と HRMの関係性について考察されてき

た。しかし，先行研究では，MNCsの戦略の遂行に

向け，各 HRM政策，施策がどのような関係にある

のか，役割を果たしているのか，ということについ

ては十分な考察が行われているとは言いがたい。従

って，MNCsは外的整合性，内的整合性をどのよう

に図っているのかという実態を明らかにしていく必

要があるだろう。

第３の検討課題は，MNCsにおける人事制度（以

下，HRMシステム）の役割についての考察である。

HRMシステムとは，HRM諸政策・諸施策のベー

スとなるものであり，従業員を評価し，格付けする

方法である（今野，１９９６，pp．１８－１９）。HRMシステ

ムは従業員に何が期待されているのかを示す共通の

枠組みであり，従業員に求められる適切な対応を理

解させるシグナルを送る役割を果たすものである

（Bowen and Ostroff，２００４，p．２０４）。HRMシステ

ムには，職能資格制度と職務等級制度の２種類があ

るとされている。職能資格制度とは，従業員の保有

能力（職務遂行能力）に着目し，その能力に応じて

従業員を格付けし，賃金を支払う制度である。日本

企業固有の制度として考えられており，その名称や

運用は各企業によって異なる（宮本，１９９９，p．７４）。

他方，職務等級制度とは，従業員の遂行する職務を

注視し，その職務に対して格付けを行い，賃金を支

払う制度である。職務等級制度では，まず職務分析

（Job evaluation）１７が行われ，その後職務記述書（Job

description）によって，各従業員のポジションの職

務内容が明確かつ普遍的に定義され，職務が評価さ

れる。このように，HRMシステムによって，「人」

を重視するのか，「職務」を重視するのかは異なる

ため，活用する HRMシステムによって，従業員に

求める適切な対応（e.g., Bowen and Ostroff，２００４）

は異なる。１９９０年代以降，日本企業では，グローバ

ル競争への対応という観点から長年活用してきた職

能資格制度から職務等級制度へと HRMシステム改

革が行われており，それを取り上げる研究は少なく

ない。

しかしながら，IHRM研究及び GHRM研究の先

行研究では，各 HRM政策，施策のあり方が検討さ

れている一方で，MNCsの活用する HRMシステム

の役割については十分に取り上げ，考察されている

とは言い難い。この背景には，欧米系MNCsでは

一般的に職務等級制度が運用されており，取りたて

て HRMシステムに注目する必要性がないという実
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情があるのかもしれない。他方，日本MNCsでは，

職能資格制度から職務等級制度へと論理の異なる

HRMシステムへの変革が行われているため，HRM

システムの役割への関心は高い。このように，各国

の実情は異なるが，HCNs, TNCsを含めたグローバ

ル人材を適切にマネジメントするには，HRMシス

テムとして公平性を担保する仕組み（e.g., Dickmann

and Baruch，２００１；Schuler and Jackson，２００５）を

構築することが必要となると考えられる。

以上の検討課題を明らかにする上で，論者によっ

て多様に解釈されている GHRMの構成要素を特定

化し，概念フレームワークを構築することが必要と

なる。これが第４の検討課題である。概念フレーム

ワークの構築に向けて，質的・量的調査を通じたさ

らなる考察が必要となるだろう。

結び

本稿では，経済のグローバリゼーションの進展に

伴い IHRM研究はますますその重要性を増してい

るにもかかわらず，IHRMという用語や概念は多分

に曖昧さを残しているとの問題意識から，先行研究

のレビューを通じて IHRM研究台頭の背景及びそ

の発展系譜について考察した。また，IHRM研究並

びに今日MNCsに求められる GHRM研究の位置付

け，IHRM研究と GHRM研究の関係性及び今日的

研究課題を明らかにしてきた。

しかしながら，本稿にはいくつかの課題が残され

ている。第１の課題は，本稿が広範にわたる先行研

究のレビューを中心に行ってきたため，MNCsの国

際戦略やグローバル企業への発展段階等に関する先

行研究の考察を深く行うことができなかったことで

ある。これらについては稿を改めて論じたい。第２

の課題は，本稿第４節でも述べたが，GHRMの構

成要素を特定化し，概念フレームワークを構築する

ためには，グローバル戦略と HRMとの関係性や

MNCsにおける HRM諸施策及び HRMシステムの

役割等に関するMNCsの実態（MNCsの本社海外

子会社間の HRM諸政策・諸施策のグローバル統

合，現地適応の実態）を把握する必要があるだろう。

従って，今後，概念フレームワークの構築に向け，

質的・量的調査を通じて，グローバル経営の遂行と

いう観点からどのような HRM諸政策・諸施策はグ

ローバルに統合され，どのような HRM諸政策や諸

施策は現地適応されるべきか（e.g., Govindarajan and

Gupta，２００１；Schuler and Jackson，２００５）ということ

に関する GHRMの論理を明らかにしていきたい。

属人的要素にかかわらず，多様なバックグラウンド

を持つ人材に対してグローバル市場で活躍できる機

会を提供することのできる GHRMとは何かを明ら

かにすることが，われわれの今後の研究課題である。

＜注＞

１ SHRM研究が台頭する以前は，１９６０年代半ばまで
主流であったとされる人事・労務管理（PM : Personnel

Management）研究，１９８０年代半ば頃まで主流であっ
たとされる人的資源管理（HRM : Human Resource

Management）研究がある。しかし，本稿では IHRM

研究の発展経緯について論じるものであり，それと深
い関わりがあると考えられる SHRM研究から議論を
始めることとする。
２ １９７０年代から１９８０年代半ば頃までの時期は，人的資
源管理分野の研究では，PMから HRMへ人材マネジ
メントの論理が変化しているとする研究が盛んに行わ
れている（e.g., Tichy et al．１９８２；Beer et al．１９８５；
Guest，１９８７；Ferris et al．１９９５）。これらの研究では，
PMと HRMとの差異は何かに議論の焦点が当てられ
ている。例えば，PMから HRMへの変化の１つの要
因として，労働者観の変化が指摘されている（岩
出，２００２；蔡，２００２）。PMでは労働者をコストとみ
なし，怠業をいかに防ぐかという観点から管理・監督
が行われたが，HRMは人的資本論と行動科学の影響
を受け，人材は投資価値のある資源としてみなされる
ようになり，いかに従業員の組織にコミットさせるか
が重視されるようになった（蔡，２００２）。Guest（１９８７）
は，PMと HRMの相違の説明を試みており，その見
解には３つのアプローチがあると指摘している。１つ
は，単に PMを HRMと呼び変えたとするものであり
（e.g., Legge，１９７８），第２のアプローチは，PM部門
の仕事の特徴や人材の役割を再概念化，再組織化する
１つの方法として HRMという用語を用いるものであ
る（例えば Beer et al．１９８５に代表されるハーバード
学派）。第３のアプローチは，PMと HRMは一線を画
すと捉えるアプローチである。このアプローチでは，
HRMの戦略的な役割（e.g., Alpander，１９８２；Tichy et

al．１９８２）や人的資源の積極的な活用（e.g., Ross，１９８１）
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の重要性が指摘されている。ただし，Tichy et al．
（１９８２）の論文タイトルは“Strategic Human Resource

Management”であり，SHRMの視点から PMと HRM

の相違を論じている。以上のようなアプローチの相違
から，PMと HRMは何が，どのように異なるのかと
いう相違についてのコンセンサスは十分に得られてい
ないようである。
３ Schuler and Jackson（１９８７）は，企業が追求する戦
略によって求められる従業員の役割行動は異なるとの
認識から，３つの戦略に応じて必要とされる従業員の
役割行動を示し，HRM諸施策の特徴を類型化してい
る。
４ その他には，ベストプラクティスアプローチ（普遍
的アプローチ）とコンフィギュレーションアプローチ
がある。ベストプラクティスアプローチは，HRMと
企業業績との関係を重視し，経営戦略を含むあらゆる
状況・組織に普遍的に妥当する「最善の HR施策」が
あるという前提に立ったものである（e.g., Beer et

al ．１９８４； Walton ，１９８５； Lawer ，１９８６； Pfef-

fer，１９９４，１９９５）。このアプローチは，ハーバード大
学の研究者たちが中心となり，１９６０年代以降の QWL

運動の伝統を引き継ぐ形で展開されており，アメリカ
経済の構造的変化が新たな HRMを要求しているとの
認識に立っている（岩出，２００２，p．６７）。このアプロー
チが最も重視していることは，組織や仕事への従業員
コミットメントの確保を通じて彼らの献身的な努力を
引き出すことであり，それを可能とする HRM施策の
特定化が研究の焦点となっている（e.g., Pfef-

fer，１９９４）。従って，経営戦略は企業が直面する環境
の１要素程度に捉えられており，内的整合性も，従業
員のコミットメントの確保という方向と矛盾してはな
らないという程度で捉えられている（岩出，２００２，
p．８４）。
コンフィギュレーションアプローチは，ベストプラ
クティスアプローチにおける最善の HRM施策を追及
しながらも，コンティンジェンシーアプローチに適合
する要件を生み出していこうとするアプローチである
（e.g., Huselid，１９９５；Deley and Doty，１９９６；Youndt

et al．１９９６）。このアプローチは，HRMシステムは個々
の HR施策の寄せ集めではなく，組織目標の達成を可
能とするための計画的な HRM施策のパターンとして
理解し，内的整合性，すなわち，HR施策の「編成」
（configuration）を第一義的に構想する。次に外的整
合性の要件を満たす HRM編成を追及しようとするも
のである（岩出，２００２，p．１０９）。
彼らは，Fombrum et al．（１９８４），Galbraith and

Nathanson（１９７８）の研究を踏まえて，初期の HRM研
究は，企業戦略と HRM諸施策との整合性を図る必要
性を認識していたが，あくまでも HRM諸施策を個別
のもの―‘strategic selection’,‘strategic appraisal’,‘strate-

gic development’,‘strategic rewards’―として扱ってい
るにすぎないことを指摘している（Wright and McMa-

han，１９９２，p．２９８）。
６ 彼らは，Fombrum et al．（１９８４），Galbraith and

Nathanson（１９７８）の研究を踏まえて，初期の HRM研
究は，企業戦略と HRM諸施策との整合性を図る必要
性を認識していたが，あくまでも HRM諸施策を個別
のもの―‘strategic selection’,‘strategic appraisal’,‘strate-

gic development’,‘strategic rewards’―として扱ってい
るにすぎないことを指摘している（Wright and McMa-

han，１９９２，p．２９８）。
７ SHRM研究には３つのアプローチがあると述べた
が，当然ながら依拠するアプローチ，研究者によって
成果変数は異なる。詳しくは岩出（２００２）を参照され
たし。
８ 後に，Heenan and Perlmutter（１９７９）は４つ目のカ
テゴリーである地域志向型（regiocentric）を付け加え
ている。
９ Peace Corpsは，ケネディ大統領のニューフロンテ
ィア政策の１つとして１９６１年に誕生した国際協力団体
であり，発展途上国の人的資源の開発や経済発展のた
めにボランティア活動を行っている（Peace Corpsの
ウェブサイト参照：http : //www.peacecorps.gov／）。

１０ 近年では，規範的同型化を促す要因として，学術研
究者の存在やコンサルティングファーム，アメリカや
イギリス等の大学院で実施されている人的資源の専門
家を育成することを目的とした認定プログラム（certi-

fication program）等が指摘されている（e.g., Pfef-

fer，１９９４；Kuruvilla et al．２００５；Björkman et

al．２００７）。
１１ Ferner and Quantanilla（１９９８）の研究では，各同型
化の圧力は個別に描写されている。白木（２００６）はそ
れらを体系的に捉え直し図示していることから，本稿
では，白木（２００６）の図を援用した。

１２ Schuler et al．（１９９３）の概念フレームワークのMNCs

の競争戦略は，Schuler and Jackson（１９８７）の研究成
果で取り上げたモデルをMNCsに援用したものであ
る。Schulerらも指摘しているが，Shuler and Jackson

（１９８７）のモデルは，国内市場（米国）を対象にした
ものである。そのため，その有効性については，議論
の余地が残されているといえるだろう。

１３ Dickmann and Müller−Camen（２００６）は，ドイツ
MNCs６社のケース・スタディを通して，IHRMの類
型化を行っている。彼らは，標準化の程度の測定項目
として，HRガイドラインと５つの人事諸施策（採用・
選抜，教育訓練，キャリアマネジメント，業績評価，
報酬）を取り上げている。また，ナレッジネットワー
キングの測定項目として，IHRM計画から構成される
官僚的調整（bureaucratic coordination）と国際的プロ
ジェクトグループや海外派遣者から構成される社会的
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調整（social coordination）を設定している。
１４ 文中の（MNCsの）という言葉は筆者が付け加えた
ものである。

１５ 田端（２００７）は，グローバルなレバレッジとして，
オペレーションの効率を上げることと，どこかの機会
を捉えてイノベーションを起こし，これを製品もしく
は技術・ノウハウという形で他の拠点に移転すること
の２つを指摘している。しかし，同様のレバレッジを
達成しようとする場合にも，活動のフォーメーション
の違い，組織として調整をどのようなやり方で進める
かという違いがあり，企業の出自（出身国の文化の影
響や，海外展開したときの歴史的背景）が影響すると
論じている（田端，２００７，pp．２０－２１）。詳しくは田端
（２００７）を参照されたし。

１６ 本稿でグローバル経営という用語を使用する場合，
田端（２００７）の論考に依拠し，グローバル戦略を伴う
（含む）ものとする。ただし，引用もしくは，先行研
究の議論に応じて，グローバル戦略と表記する場合も
ある。

１７ 職務分析とは，対象となる職務の内容を明らかに
し，他の職務との相違点を明らかにすることと，その
職務を完遂するために必要な資格要件を明らかにする
こととの関連を意識して，職務の性質を確定すること
である（長谷川，１９７１，p．２４６）。職務分析には，�序
列法（ranking method），�分類法もしくは等級法（clas-

sification method or grading method），�点数法（point

method），�要素比較法（factor comparison method）
の４つの基本形態があるが，これらの評価法の中で最
も安定性のある評価法は点数法であると指摘されてい
る（Cenzo and Robbins，１９９６，p．３６１）。
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